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1. 平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）

 (1) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第１四半期 9,876 △26.4 △73 - △104 - △115 -

22年３月期第１四半期 13,418 △29.2 3,105 - 2,972 - 1,570 -

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期 △2 59 -

22年３月期第１四半期 35 66 -

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第１四半期 46,512 27,838 59.8 621 65

22年３月期 48,373 28,278 58.4 631 52

(参考) 自己資本 23年３月期第１四半期 27,793百万円 22年３月期 28,235百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 - 4 00 - 6 00 10 00

23年３月期 -

23年３月期(予想) 2 00 - 3 00 5 00

3. 平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 20,500 △16.7 350 △91.1 230 △93.6 70 △96.3 1 57

通期 48,000 8.2 1,100 △79.1 700 △85.2 250 △89.9 5 59

ttk000d
新規スタンプ



 
(注) 当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 
(注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 
(注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 
  

  

  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

  

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）２ペー

ジ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.２「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期１Ｑ 46,826,528株 22年３月期 46,826,528株

② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 2,117,073株 22年３月期 2,116,672株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 44,709,606株 22年３月期１Ｑ 44,025,393株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第1四半期のわが国経済は、輸出主導により緩やかな回復傾向が続いているものの、欧州の金融不
安に端を発した円高・株安の進行、雇用・所得環境の厳しさを背景とした個人消費の低迷などから、
先行きの不透明感を払拭できない状況で推移しました。 
  当社の属する電炉小棒業界におきましても、前年大きく落ち込んだ建設需要は依然として回復の動
きを見せず、厳しい経営環境が続きました。 
このような中で、販売価格の低下により売上高は、98億7千6百万円（前年同期実績134億1千8百万

円）と前年同期を下回りました。 
利益につきましても、国際商品化した主原料の鉄スクラップ価格の上昇により販売価格との値差が

縮小し、営業損失7千3百万円（前年同期実績31億5百万円の営業利益）、経常損失1億4百万円（前年同
期実績29億7千2百万の経常利益）、四半期純損失1億1千5百万円（前年同期実績15億7千万円の四半期
純利益）といずれも前年同期を下回りました。 

  

当第1四半期連結会計期間末の総資産は、主として現金及び預金の減少により、前期末に比べ、18億
6千1百万円減少し、465億1千2百万円となりました。 
負債合計は、主として買掛金、未払金の減少により、前期末に比べ14億2千1百万円減少し、186億7

千3百万円となりました。 
純資産合計は主として利益剰余金の減少により、前期末に比べ4億3千9百万円減少し、278億3千8百

万円となりました。 
  

本日公表した「業績予想の修正に関するお知らせ」を参照ください。 

  
  

該当事項はありません。 
  

①棚卸資産の評価方法 
当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 
②固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す
る方法によっております。 

③税金費用の計算 
連結子会社においては、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま
す。 
  

資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20
年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成
20年３月31日）を適用しております。 
これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ1百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は、4百万

円増加しております。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,077 6,308

受取手形及び売掛金 3,777 3,894

商品及び製品 5,093 4,338

原材料及び貯蔵品 1,243 1,060

繰延税金資産 616 477

その他 45 170

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 14,848 16,246

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,476 5,485

機械装置及び運搬具（純額） 12,217 12,578

土地 10,892 10,892

リース資産（純額） 51 23

建設仮勘定 163 185

その他（純額） 645 684

有形固定資産合計 29,447 29,848

無形固定資産 178 156

投資その他の資産

投資有価証券 999 1,081

繰延税金資産 879 880

その他 182 181

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 2,038 2,121

固定資産合計 31,663 32,126

資産合計 46,512 48,373
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,882 3,469

1年内償還予定の社債 560 560

1年内返済予定の長期借入金 2,578 2,587

リース債務 23 17

未払法人税等 62 581

賞与引当金 671 494

その他 1,610 1,873

流動負債合計 8,388 9,584

固定負債

社債 2,460 2,540

長期借入金 3,963 4,162

リース債務 75 55

再評価に係る繰延税金負債 707 707

退職給付引当金 2,210 2,203

環境対策引当金 368 368

負ののれん 28 30

その他 472 443

固定負債合計 10,285 10,511

負債合計 18,673 20,095

純資産の部

株主資本

資本金 5,839 5,839

資本剰余金 1,739 1,739

利益剰余金 20,270 20,654

自己株式 △737 △736

株主資本合計 27,113 27,497

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 176 233

土地再評価差額金 504 504

評価・換算差額等合計 680 737

少数株主持分 45 43

純資産合計 27,838 28,278

負債純資産合計 46,512 48,373
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(2) 四半期連結損益計算書

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 13,418 9,876

売上原価 8,878 8,539

売上総利益 4,539 1,337

販売費及び一般管理費

運搬費 531 503

給料 249 253

退職給付費用 28 11

減価償却費 38 21

賃借料 84 87

その他 501 534

販売費及び一般管理費合計 1,433 1,411

営業利益又は営業損失（△） 3,105 △73

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 21 14

負ののれん償却額 0 2

仕入割引 14 16

雑収入 41 33

営業外収益合計 78 67

営業外費用

支払利息 121 55

売上割引 38 31

その他 52 11

営業外費用合計 212 98

経常利益又は経常損失（△） 2,972 △104

特別利益

固定資産売却益 － 4

税務修正に伴う資産受入益 21 －

その他 0 －

特別利益合計 22 4

特別損失

前期損益修正損 127 －

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 87 52

減損損失 981 －

投資有価証券評価損 3 －

経営統合関連費用 43 －

その他 1 3

特別損失合計 1,244 55

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

1,749 △155

法人税、住民税及び事業税 1,323 56

過年度法人税等 81 －

法人税等調整額 △1,224 △99

法人税等合計 180 △42

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △113

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 2

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,570 △115
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,749 △155

減価償却費 594 583

減損損失 981 －

無形固定資産償却費 22 9

負ののれん償却額 △0 △2

税務修正に伴う資産受入益 △21 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 338 176

退職給付引当金の増減額（△は減少） 43 7

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △47 △45

投資有価証券評価損益（△は益） 3 －

売上債権の増減額（△は増加） 369 96

割引手形の増減額（△は減少） △6 21

たな卸資産の増減額（△は増加） △326 △937

仕入債務の増減額（△は減少） 209 △587

有形固定資産除却損 87 52

有形固定資産売却損益（△は益） 0 △4

未収消費税等の増減額（△は増加） － 127

未払消費税等の増減額（△は減少） △314 12

その他の資産の増減額（△は増加） 19 △6

その他の負債の増減額（△は減少） △32 94

受取利息及び受取配当金 △21 △14

支払利息 121 55

その他 43 △8

小計 3,810 △524

利息及び配当金の受取額 21 14

利息の支払額 △94 △57

法人税等の支払額 △1,437 △575

その他の支出 △75 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,224 △1,142

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △15 △36

定期預金の払戻による収入 100 16

有形固定資産の取得による支出 △599 △467

有形固定資産の売却による収入 0 5

無形固定資産の取得による支出 △20 △64

投資その他の資産の増減額（△は増加） △19 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △556 △546

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △100 －

長期借入金の返済による支出 △219 △208

リース債務の返済による支出 △3 △4

社債の償還による支出 － △80

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △440 △268

財務活動によるキャッシュ・フロー △764 △561

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 904 △2,251

現金及び現金同等物の期首残高 13,806 6,262

現金及び現金同等物の四半期末残高 14,710 4,010
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該当事項はありません。 
  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 

 
 (注) 1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

    2. 各区分の主な製品 

     (1) 鉄鋼事業   ……… 棒鋼、棒鋼加工品、鉄スクラップ 

     (2) その他の事業 ……… 貨物運送、設備等のメンテナンス 
  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
  

〔海外売上高〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成2１年４月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

〔セグメント情報〕 

①報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会
が、経営資源の分配の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの
であります。 
当社グループは、棒鋼事業およびそれに関連する事業を主に展開しております。製品及びサービス

の内容、販売市場の類似性を考慮し、「鉄鋼事業」を報告セグメントとしております。 
  

②報告セグメントの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)   

(単位：百万円）

 

2.  セグメント利益の調整額13百万円は、セグメント間取引消去によるものです。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

〔事業の種類別セグメント〕

  (単位：百万円）

鉄鋼事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

 売上高及び営業損益

 売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 13,370 47 13,418 ― 13,418

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

4 706 710 (710) ―

計 13,374 753 14,128 (710) 13,418

営業利益 3,028 64 3,093 12 3,105

〔所在地別セグメント〕

報告セグメント
その他

合計
（注1）

調整額 
（注2）

四半期連結
損益計算書 
計上額鉄鋼事業

 売上高

 (1) 外部顧客への売上高 9,663 213 9,876 ― 9,876

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

168 851 1,019 -1,019 ―

計 9,831 1,064 10,896 -1,019 9,876

セグメント利益又は損失（△） -169 82 -86 13 -73

（注）1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、貨物運送、設備等のメンテナン

ス事業等を含んでおります。
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（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号
平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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